
 

平成 23 年 8月 4 日 

各  位 

会 社 名 西日本鉄道株式会社 

代 表 者 名 代表取締役社長 竹島 和幸 

（コード番号 9031 東証 1部・福証） 

問 合 せ 先 広報室広報課長 日高 悟 

（TEL. 092－734－1217） 

 

 

子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成 23 年 8 月 4日開催の当社取締役会において、平成 24 年 1月 1日を期して、当社 100％

出資子会社である株式会社福岡スポーツセンターと合併することを決定いたしましたのでお知らせい

たします。 

なお、本合併は、100％子会社の吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略して開示していま

す。 

 

記 

 

１． 合併の目的 

株式会社福岡スポーツセンターは、当社の 100％子会社であり、フィットネスクラブ及び映画館の

経営、その他各種興行の企画、誘致を主な事業として行ってまいりました。今般、業務の効率化を

目的に当社を存続会社として同社を吸収合併することといたしました。 

 

２．合併の要旨 

（1）合併の日程 

   合併決議取締役会   平成 23 年 8 月 4日 

   合併契約書締結    平成 23 年 8 月 4日 

   合併承認株主総会    

    西日本鉄道株式会社    

会社法第 796 条第 3 項（簡易合併）の規定により、株主総会の承認を得ずに合併いたしま

す。 

    株式会社福岡スポーツセンター 

会社法第 784 条第 1 項（略式合併）の規定により、株主総会の承認を得ずに合併いたしま

す。 

   合併予定日（効力発生日）   平成 24 年 1月 1日 
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（2）合併方式 

    当社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社福岡スポーツセンターは解散いたします。 

（3）合併に係る割当ての内容 

    当社は株式会社福岡スポーツセンターの発行済株式（自己株式を除く）の全部を所有してい

るため、合併に際して新株式の発行及び金銭等の交付は行いません。 

（4）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

    株式会社福岡スポーツセンターは、新株予約権及び新株予約権付社債のいずれも発行してお

りません。 

 

３． 合併当事会社の概要 

 吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

（1）商号 西日本鉄道株式会社 株式会社福岡スポーツセンター

（2）本店所在地 福岡市中央区天神一丁目 

11 番 17 号 

福岡市中央区天神二丁目 

2 番 43 号 

（3）代表者 代表取締役社長 竹島 和幸 代表取締役社長 花田 恭一 

（4）事業内容 運輸業、不動産業、レジャー・サー

ビス業、物流業他 

レジャー･サービス業 

（5）資本金 26,157百万円 130 百万円

（6）設立年月日 明治 41 年 12 月 11 日 昭和 30 年 6月 10 日 

（7）発行済株式総数 396,800千株 普通株式      260,000 株

Ａ種種類株式      52 株

（8）決算期 3 月 31 日 3 月 31 日 

（9）大株主及び持株比率 日本トラスティ・サービス 

信託銀行株式会社     5.67%

日本生命保険相互会社   4.97%

株式会社福岡銀行     4.89%

株式会社みずほコーポレート銀行 

          3.98%

株式会社西日本シティ銀行 3.79%

（平成 23 年 3 月 31 日現在） 

西日本鉄道株式会社   100%

 

（10）直前事業年度（平成 23 年 3 月期）における財政状態及び経営成績 

純資産 84,139百万円 516 百万円

総資産 347,109百万円 799 百万円

１株当たり純資産 212.86円 9,940,003.98 円

売上高 132,555百万円 1,082 百万円

営業利益 6,491百万円 81 百万円

経常利益 6,471百万円 81 百万円

当期純利益 5,556百万円 45 百万円

 

１株当たり当期純利益 14.06円 873,011.42 円

※株式会社福岡スポーツセンターの発行済株式総数のうち、普通株式 260,000 株は全て自己株式であ

り、１株当たり純資産及び１株当たり当期純利益は、当該自己株式を控除して計算しています。 

2 



 

４． 合併後の状況 

（1）商 号 西日本鉄道株式会社 

（2）本店所在地  福岡市中央区天神一丁目 11番 17 号 

（3）代 表 者  代表取締役社長 竹島 和幸 

（4）事 業 内 容  運輸業、不動産業、レジャー・サービス業、物流業他 

（5）資 本 金  26,157 百万円 

（6）決 算 期  3 月 31 日 

 

５． 当期以降の業績に与える影響 

合併による、のれんの会計処理に関連して、連結及び個別において法人税等調整額が約 180 百

万円増加する見込みです。 

なお、平成 24 年３月期の業績予想につきましては、本日発表の「業績予想の修正に関するお知

らせ」をご参照ください。 

 

 

以上 
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